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中小企業の生産性の現状

足下の取組の現状・課題

 －省力化

－デジタル化

上記を踏まえた方向性
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中小企業の生産性の現状

• 労働生産性を「付加価値額÷労働投入」とすると、大企業の労働生産性は上昇傾向にあるのに対し、中小企業では伸び悩

み。足元で改善傾向にあるものの、約30年前と比較しても、緩やかに低下する傾向で推移。

• 業種ごとの推移を見ると、ほとんどの業種で横ばい又は微増で推移しており、特にサービス業の伸びは小さい傾向。

労働生産性の推移（企業規模別） 国内の業種別・企業規模別比較
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大企業 中規模企業 小規模企業

（年度）

（万円）

資料：財務省「法人企業統計調査年報」

（注）1.ここでいう大企業とは資本金10億円以上の企業、中規模企業とは資本金１千万円以上１億円未満、小規模企業とは資本金１千万円未満の企業とする。 2.金
融業、保険業は含まれていない。
3.労働生産性は「従業員一人当たり付加価値額」、付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息）＋人件費
＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課。
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製造業 建設業

情報通信業 運輸業、郵便業

卸売業・小売業 宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業 学術研究、専門・技術サービス業

（年度）

（万円）

資料：財務省「法人企業統計調査年報」

（注）1. 資本金１億円未満の企業について集計したもの。 2.金融業、保険業は含まれていない。
3.労働生産性は「従業員一人当たり付加価値額」、付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息）
＋人件費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課
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テクノロジーと生産性の関係（「限界生産性」の重要性）

• 生産性には「平均生産性」と「限界生産性」があり、前者は「労働者１人当たりの生み出す付加価額」、後者は「労働

者が追加的に１人増えた際に付加価値の生産がどれほど増えるか」を意味する。

• テクノロジーの活用において、喫緊の人手不足を補うための業務の純粋な自動化・省力化は一定程度必要ではあるもの

のの、それに加え、限界生産性の向上につながる取組（＝包摂的な取組）の促進が重要。

テクノロジーによる収奪的な取組と包摂的な取組

⚫ 新たなテクノロジーの導入によって自動化が進んで、単に労働者

数を削減することが可能になるだけであれば、平均生産性は上昇

するが、限界生産性は著しく低下し、労働需要は低下する。

（＝「収奪的」な取組）

（出所）河野龍太郎「経済成長とテクノロジー」（24年10月）、ダロン・アセモグル/サイモン・ジョンソン「技術革新と不平等の1000年史」（23年12月）を基に、中小企業庁作成

第一次産業革命
（紡績機等の導入により、熟練労働者が失業し未
熟練労働者が流入することで、実質賃金が低下）

AIによる仕事の代替等による冨の偏在
（中間的な賃金レベルのホワイトカラー業務の代替が進む

ことで、高スキル層への冨の偏在が進む）

【包摂的な取組イメージの例】

• 工場内の温度計見回り作業の効率化と製品品質の改善：１日３
時間かかっていた工場内の温度計見回り作業に対し、「IoT温
度計」と「温度記録システム」を導入。これにより、見回り作
業を自動化し作業効率が向上するとともに、巡回員による不良
の早期発見が可能となることで、製品の歩留率の改善を実現。

⚫ 一方、新たなテクノロジーによって限界生産性が高まれば、儲

けが大きくなるため経営者は労働投入を増やそうとする（労働

需要が増加）。（＝「包摂的」な取組）

【テクノロジーの収奪性の例】

• パワーアシストスーツの活用：身体に装着
して電動モーターなどの駆動装置の動力を
用いて、人間の機能を拡張補助。現行業務
の負担軽減に加え、人力では運搬不可だっ
た新たな物資の運搬も可能に。

※画像は「教養ライフ」より引用 ※グラフは「経済成長とテクノロジー」図３より引用

※画像は「製品カタログ」より引用
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労働生産性の要素と本日の議論のスコープ

• 労働生産性を「付加価値額÷労働投入量」とした際、付加価値額や労働投入量を規定する要素は様々。

• 本日の議論においては、労働投入量の最適化のための取組や、その取組を契機として付加価値拡大に繋が

る発展的な取組を促していくために必要な支援策を念頭に、「省力化・デジタル化」を中心に議論させて

いただきたい。順に足下の現状を整理した上で、あるべき方向性、具体的な取組について提示したい。

労働
生産性

労働投入量

付加価値額

• 既存製品・サービスの顧客拡大
• 新製品・サービスの開発、事業・ビジネスモデルの改革
• プライシングの適正化
などによる、売上の拡大

【労働生産性の算出式】 【付加価値額や労働投入量を規定する主な要素の例】

• 業務の自動化・省力化
• IT等も活用した業務効率の改善
• リスキリング
などによる、労働投入や仕事の仕方の最適化

単なる労働投入の最適化に留まらず、付加価値拡大にも波及する取組の促進が重要

本日の主な議論事項（赤枠）
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7（出所）中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

• 近年、中小企業では、従業員数の不足感が強まっており、2024年10-12月期の「従業員数過不足DI」は
▲22.9%ptと、バブル期に次ぐ水準で不足感が高い状況にある。

• また、2024年には、人手不足倒産の件数が過去最多を記録した。

中小企業における人手不足課題の深刻化

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

9
1

Q
1

9
3

Q
1

9
5

Q
1

9
7

Q
1

9
9

Q
1

0
1

Q
1

0
3

Q
1

0
5

Q
1

0
7

Q
1

0
9

Q
1

1
1

Q
1

1
3

Q
1

1
5

Q
1

1
7

Q
1

1
9

Q
1

2
1

Q
1

2
3

Q
1

（DI：過剰ー不足、％pt）

（年期）

不
足

過
剰

従業員数過不足DIの推移

（出所）人手不足倒産の動向調査（帝国データバンク、2025年）

※人手不足倒産:法的整理(負債 1000 万円以上)となった企業のうち、従業員の離
職や採用難等による人手不足が要因となった倒産

人手不足倒産の増加
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人手不足課題への対応に向けた現状の取組

• 人手不足対応取組の内訳を見ると、省力化投資に取り組んでいる企業は未だ少ない。

• 中小企業の設備投資動向を見ても、「合理化・省力化」を目的とする設備投資を行う企業の割合は、長期

的には増加傾向であるものの、中小企業の約３割に留まる。

（出所）2024年版「中小企業白書」、厚生労働省「労働経済動向調査」、商工中金「中小企業設備投資動向調査」 （2025年1月調査）を基に、中小企業庁作成

企業の人手不足対応取組の内訳（23年８月）

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

採用、正社員登用

臨時、パートタイム増加

派遣労働者活用

配置転換・出向者の受入

求人条件緩和（賃金、労働時間等)

在職者賃金改善

在職者労働時間改善

福利厚生、再雇用、定年延長

省力化・外注化・下請化

その他の対処

1,000人以上

300～999人

100～299人

30～ 99人

注：調査対象企業（人手不足対応を行っていない先も含む）における取組割合を算出。

（%)

設備投資の目的
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省力化投資の重要性

• 省力化投資の実施は売上高や経常利益等の業績向上に寄与する、という可能性が示唆される。

• なお、民間推計によれば、現状の企業の設備投資のうち 約６％程度（5 兆円程度）が省人化・合理化を目的としたものと

みられる。（10 年後には就業者の 1％程度の労働力が代替されると推計されている。） また、人口減少による就業者数

減少の影響を相殺するためには、現行水準を大きく上回る年間 16 兆円程度の省人化投資が必要になると推計されている。

（出所）2024年版「中小企業白書」、厚生労働省「労働経済動向調査」、大和総研「資本ストックの「量」「質」「偏在」の改善と省人化投資で供給力強化を」」（23年11月）を基に、中小企業庁作成

省力化投資の実施有無と、売上高・経常利益の変化との関係

※１．人手不足対応を目的とした設備投資は、直近5年間の実施有無を聞いたもの。

 ２．売上高及び経常利益の変化率は、2022年と2017年を比較して算出したもの。

   ３．対象企業全体の中央値は、売上高の変化率0.1％、経常利益の変化率31.2％

＜参考：民間推計＞今後必要な年間の省力化投資額の推計
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省力化投資の促進に向けた課題

• 中小企業の省力化に向けた設備投資の課題として、投資資金の不足、適切な設備の選定の難しさ、導入のための人的・

時間的リソースの不足等が挙げられる。

• また業種別に見ると、非製造業では製造業よりも人手不足が深刻であるにも関わらず、省力化投資が相対的に少ない。

（出所）2024年版「中小企業白書」、大和総研「資本ストックの「量」「質」「偏在」の改善と省人化投資で供給力強化を」」（23年11月）を基に、中小企業庁作成

※複数回答のため、合計は
必ずしも100%にならない。

省力化投資と雇用人員判断 DI の関係（1999～2023 年）省力化に向けた設備投資の課題

製造業

非製造業
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省力化投資を促進する支援策（中小企業省力化投資補助事業 3,000億円）

• 人手不足解消に効果のある「省力化投資」を後押しする補助金。

• カタログ形式による簡易で即効性のある支援を行う「カタログ注文型」と、事業者それぞれの業

務に応じたオーダーメイドによる省力化投資を幅広く支援する「一般型」の２類型を措置。
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申請件数やカタログ登録製品等の状況（2025年4月末時点）
• 中小企業省力化投資補助金「カタログ注文型」について、製品・販売事業者の登録数は増加。

• 一般型について、3月下旬に第１回公募を実施（６月中旬採択予定）。第２回公募も４月15日から開始。

「カタログ注文型」の足下の状況

⚫ ４月末時点で、83カテゴリ、692製品（うち、中小企業のメーカーは約100社）、808販売事業者を登録。

⚫ 申請件数は、測量機（自動視準・自動追尾機能付き高機能トータルステーション）（206件）、スチームコンベクションオーブン（114
件）、券売機（108件）、清掃ロボット（64件）の順に多い。
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省力化投資補助金（カタログ注文型）の活用事例

（出所）中小企業庁「カタログ注文型 活用事例集」を基に作成

• カタログ注文型を実際に活用した企業の事例集を本年2/26に公開。好事例の横展開を進めていく。

＜事例①＞松月堂菓子店（福島県） ＜事例②＞城山工業株式会社（神奈川県）

従業員数 3人業種 生菓子製造業

⚫ 会社概要：昭和元年創業の、白ささぎ餡のきんとんま
んじゅうを名物とした菓子店

⚫ 導入設備：スチームコンベクションオーブン

⚫ 省力化効果：マカロン焼成業務を
２時間（１人）⇒１時間（１人）
に短縮、空いた時間にSNS発信を
行い新規受注獲得に繋げる

⚫ 事業者の声：
• 補助金申請→製品導入→補助金
振込までの流れが迅速だった。

•  販売事業者が製品搬入時に丁
寧にサポートしてくれた。

導入した
スチームコンベクションオーブン

⚫ 会社概要：トラックや乗用車のプレス部品製造メー
カー、プレス製品の新技術開発等にも取り組む

⚫ 導入設備：無人搬送車（AGV・AMR）

⚫ 省力化効果：部品運搬業務を2人
⇒１人に削減、空いた時間に別業
務に従事

⚫ 事業者の声：
• 補助金がなければ、なかなか購
入に踏み切れなかった。今後は
導入数を増やしたい。

• 販売事業者の申請対応が迅速で
助かった。自社側の申請手続き
も簡単で、時間をほぼ取られな
かったことも良かった。

導入した
無人搬送車

資本金 － 従業員数 272人業種 製造業 資本金 4,200万円
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省力化投資に関する今後の課題
• より多くの企業の省力化の促進に加え、省力化を契機とした仕事のやり方・ビジネスモデルの変革を進めていくには、補

助金等による設備導入支援に加え、企業の現場課題を丁寧に分解しプロセス改善を提案する伴走的なソフト支援が重要。

• また、「カタログ注文型」に関して製品登録をしているメーカーのうち、大企業が全体の約50％を占める。高い技術を

持ち、優れた製品・サービスを提供する中小企業・スタートアップの取組を参入をさらに後押しするための仕組みが必要。

（出所）2024年版「中小企業白書」、中小企業省力化投資補助金「製品カタログ」を基に、中小企業庁作成

人手不足対応を目的とした設備投資の効果 中小企業による省力化製品の例

• 半数以上が「人手不足の緩和」を挙げており、省力化効果は得られている。
• 一方、「売上げの増加」などの経営指標の改善や「従業員満足度の向上」な

どの労働環境の改善効果については、更なる効果の発現余地があり、設備導
入支援に加え、企業の現場課題を丁寧に分解しプロセス改善を提案する伴走
的なソフト支援が重要。

飲料補充ロボット
【Telexistence株式会社】
（東京都、従業員数90名）

コンビニエンスストアのウォークイン
冷蔵庫内で売場棚の空き状況をAIカメ
ラがモニターし、24時間ロボットが飲
料を補充。

丁合機
【芳野YMマシナリー株式会社】
（埼玉県、従業員数120名）

チラシやカタログ、取扱説明書、帳票
等の様々な用紙を高速でピッキングし、
順に重ねて1冊単位の折丁をまとめる。
無線綴じ機、中綴じ機、といった綴機、
裁断機などを連結することで、冊子を
自動的に製造可能。

※画像は「製品カタログ」より引用

※画像は「製品カタログ」より引用
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中小企業のデジタル化・DXの取組状況

• DXに向けた４段階のうち、「デジタル化が全くの未着手（段階１）」「デジタイゼーション（段階２）」のフェーズ

にとどまる中堅・中小企業が全体の約3分の2を占めている状況。

• 一方、デジタル化・DXを進めている企業は着実に企業価値を伸ばしていることからも、上記のフェーズにとどまる中

小企業が、少なくとも「デジタライゼーション（段階３）」以上の段階に移行し、事業を行っていくことが重要。

中堅・中小企業等のデジタル化・DXの取組状況

➢ 段階1、2の企業が全体の66％程度を占め、中堅・中小企業
等のデジタル化・DXは道半ば

➢ 一方、段階3、4の中堅・中小企業等は生産性・売上が向上し
ており、デジタル化・DX推進は経営指標の改善に繋がる

DXの進捗度に応じた労働生産性・売上高の変化

段階4
DX

段階3
デジタライ
ゼーション

段階２
デジタイ
ゼーション

段階1
全くの未着手

－500 0 500 1,000 -10% 0% 10% 20%

（千円/人）

ΔLP=824
（N=163）

（N=835）

（N=584）

（N=120）

ΔLP=262

+13.8%

（N=243）

（N=1,092）

（N=764）

（N=160）

+2.8%

ΔLP=-48

ΔLP=-39

-2.9%

-5.9%

労働生産性の変化 売上高の変化

（注）⊿LP＝労働生産性の変化を表す。
労働生産性=（営業利益+人件費+減価償却費+賃借料+租税公課）/従業員数
労働生産性の変化及び売上高の変化率はそれぞれ中央値を集計。

（出所）東京商工リサーチ「令和3年度中小企業の経営戦略及びデジタル化の動向に関する調査に係る委託事業 報告書」（2022年3月）
を基に作成。

（注） DXの取組状況として「分からない」と回答した企業は除いている。
（出所）中小企業庁「中小企業白書2024年版」（2024年7月）を基に作成。

N＝6,620

D
X

の
進
捗
度

進

遅
段階1（全くの未着手）：30.8%

段階2（デジタイゼーション）：35.4%

段階3（デジタライゼーション）：26.9%

段階4（DX）：6.9%
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【参考】デジタル活用段階のフェーズ

（出所）経済産業省「DX支援ガイダンス - デジタル化から始める中堅・中小企業等の伴走支援アプローチ - （概要版）」を基に作成



DX推進の課題

（注）DX取組予定で「DXに取組む予定はない」「DXに取り組むか、分からない」と回答した企業が対象。「1,001人以上」はn数が1であったためグラフからは除外。
（出所）情報処理推進機構「DX動向2024」を基に作成。

18

• DX推進の主な課題としては、「人材不足」「知識・情報不足」「スキル不足」が上位である。

• 今日では、人材の育成・確保、経営者及び従業員の意識改革も本質的に重要であると言える。

59.0%

46.2%

47.9%

46.2%

34.2%

10.3%

3.4%

43.6%

6.8%

46.2%

53.8%

69.2%

65.4%

34.6%

23.1%

0.0%

26.9%

7.7%

61.9%

57.1%

66.7%

61.9%

28.6%

4.8%

0.0%

14.3%

9.5%

知識や情報の不足

スキルの不足

DX戦略の立案や統括を行う人材の不足

DXを現場で推進、実行する人材の不足

予算の不足

ITシステムのレガシー刷新が困難

改革に取組む段階ではない

DXに取組むメリットが不明

その他

100人以下（n=117） 101人以上300人以下（n=26） 301人以上1,000人以下（n＝21）
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日本企業におけるDXの担い手不足

（出所）情報処理推進機構「DX動向2024」を基に作成。 ※業種、従業員数規模の偏りを考慮して実施した中小企業を含めたアンケート調査より

• 日本企業においてDXを推進する人材の「量」及び「質」ともに不足感は年々強くなっている。

• 対して米国では過不足はないとする回答が多くを占めており、我が国はデジタル人材の育

成・確保において出遅れていると言える。

DXを推進する人材の「量」の確保 DXを推進する人材の「質」の確保

0.4%

1.3%

1.3%

18.3%

4.2%

9.6%

10.4%

55.1%

23.6%

33.9%

54.2%

19.3%

62.1%

49.6%

30.6%

3.3%

9.7%

5.6%

3.4%

4.0%

2023年度日本

2022年度日本

2021年度日本

2022年度米国

やや過剰である 過不足ない やや不足している

大幅に不足している わからない

3.8%

6.1%

10.7%

50.8%

27.4%

34.4%

55.0%

37.5%

58.1%

51.7%

30.5%

7.6%

10.8%

7.7%

3.7%

4.0%

2023年度日本

2022年度日本

2021年度日本

2022年度米国

過不足はない やや不足している 大幅に不足している わからない
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デジタル化は経営の高度化のチャンス

（出所）中小企業庁「中小企業白書2023年版」、中小機構基盤整備機構『「計画経営」のススメ』を基に作成。

• デジタル化は社内で保有する情報の整理、可視化に繋がり、経営高度化を推し進める機会。

• 経営の高度化により、労働投入量の削減に留まらず、付加価値の増加も期待される。

従業員１８名。デジタル化を機に、勘と経験に基づく事業運営か
らデータドリブンな経営への変革を果たす。

＜事例＞八戸東和薬品株式会社のデジタル化 ＜参考＞「計画経営」のススメ

• 勘と経験頼りの発注業務によ
る過剰在庫と長時間残業

• 情報が一部の社員に偏在
• ２年ごとの薬価改定への対応
への遅れ

• 適正在庫を維持し出荷量２倍
• 誤出荷率50％減
• 残業時間削減
• 経営情報が一元化され、
社内の情報格差解消配送ルート効率化を支援するツール

デジタル化の実行

販売管理ツールによる在庫の
一元管理、経営指標の見える
化、IoT倉庫温度管理、配送
ルート効率化 等

• 中小機構東北本部では、生産性向
上を目指す中小企業向けに『「計
画経営」のススメ』を作成。

• 「管理会計」、「事業計画」、
「PDCAサイクル」など、生産性
の高い企業で多く展開されている
経営管理ノウハウを、中小企業が
簡単に導入できるよう、ステップ
に分けて解説。

• 手引きの公表に加え、動画解説や、
ハンズオン支援も実施。
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デジタル化における計画策定の重要性

（注）デジタル化の推進に向けた取組の効果は、「デジタル化に取り組んでいない」、「分からない」と回答した者を除いて集計している。
（出所）中小企業庁「中小企業白書2023年版」、野村総合研究所「地域における中小企業のデジタル化及び社会課題解決に向けた取組等に関する調査」を基に作成。

• デジタル化に取り組んだ企業のうち、業務の棚卸しや評価指標の設定等、デジタル化を計画

立てて実行した企業ほど、大きな改善効果を上げている。

業務の棚卸しの実施状況とデジタル施策の効果 評価指標の設定状況とデジタル施策の効果

業
務
の
棚
卸
し

評
価
指
標
の
設
定
状
況
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デジタル化における経営者のコミットメントの重要性

（出所）中小企業庁「中小企業白書2021年版」を基に作成。

• デジタル化が進んでいる中小企業は、経営者自身がデジタル化を推進している傾向にある。

• また、デジタル化に対する経営者の関与が積極的であるほど、デジタル化が業績の改善につ

ながる割合が高くなる傾向がある。

経営者の関与度とデジタル化による業績への影響デジタル化の取組段階と経営者の関与

デジタル化推進に
経営者が積極的に
関与している

デジタル化推進に
経営者がある程度
関与している

(n=1,525)

(n=2,292)

(n=952)

(n=306)

(n=1,934)

66.7%

66.1%

49.9%

16.2%

（注）1.デジタル化の取組段階は2022年時点におけるデジタル化の取組段階を指している
2.デジタル化の取組状況として「分からない」と回答した企業は除いている。
3.デジタル化を推進している部署（人）として「経営者（経営層）」と回答した者を集計している。

（出所）中小企業庁「小規模企業白書2023年版」を基に作成。

段階４
デジタル化によるビジネスモデルの変革
や競争力強化に取り組んでいる状態

段階３
デジタル化による業務効率化や
データ分析に取り組んでいる状態

段階１
紙や口頭による業務が中心で、
デジタル化が図られていない状態

(n=3,038)

(n=1,342)

システム部門や現場の責
任者などに一任していおり、
経営者は関与していない

経営者自身がデジタル化を推進する割合

段階２
アナログな状況からデジタルツールを
利用した業務環境に移行している状態
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中小企業がDXに取り組む際の支援機関の活用状況

• 中小企業のうち、独力でデジタル化やDXに取り組むことが困難な事業者は、身近な支援機関

に頼ることも多く、約半数が支援機関を「活用した」又は「活用を検討」としている。

• 活用する支援機関としては金融機関が最も多い。

637社

578社

421社

421社

399社

72社

0 200 400 600 800

金融機関

ITベンダー

商工会・商工会議所・中央会

公認会計士・税理士

コンサルタント

その他

中小企業がDXに取り組む際の支援機関の活用状況（単一回答）

N=1,493

（社）

活用する支援機関の内訳（複数回答）

N=3,427

支援機関を活用した

14.4%

活用を検討している

33.6%

活用していない

52.0%

（注）DXに取り組んでいる、もしくは取り組んでいないが、必要性を感じている企業に対してアンケート調査を実施。資本金1億円未満の企業の回答について記載。
（出所）東京商工リサーチ「2023年「DXに関するアンケート」調査」（2023年8月）を基に作成。
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28％

20％

23％

24％

31％

20％

18％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

デジタル化支援機関への具体的なニーズ

（出所）野村総合研究所「令和4年度 地域の産業集積等の課題や地域企業のデジタル化等に関する調査研究」、中小企業庁「小規模企業白書2023年版」を基に作成。

• 企業規模が小さいほど、支援機関による支援成果が出やすい傾向にある。特に、ツール選定や外部専門

家の紹介等、デジタル化に関する外部の知見を求めるニーズが高い。

• 他方で、企業規模が大きいほど、自力でのデジタル化推進に向けた後押しを求める傾向があると言える。

企業規模別の支援機関による支援成果 企業規模別のデジタル化の支援ニーズ

28％

20％

11％

21％

29％

18％

11％

28％

27％

15％

11％

28％

7％

9％

5％

23％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％
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企業規模が小さいほどニーズが高い項目 企業規模が大きいほどニーズが高い項目

全規模でニーズの大きい項目

17%

17%

9%

6%

16%

70%

70%

67%

64%

55%

13%

11%

21%

23%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=2,434)

20人以下 (n=2,149)

21～50人 (n=202)

51～100人 (n=52)

101人以上 (n=31)

十分に成果が出た ある程度成果が出た

あまり成果が出なかった 全く成果が出なかった

IT専門家（ITコーディ
ネーター、ITコンサルタ

ント等）の紹介

ITツールの選定

ITベンダーの紹介

ITツール"導入時"の支援
（導入計画、社員への

研修など）

デジタル人材の
確保・育成

デジタル化のビジョン
・目的の設定

従業員の理解の促進
（社内の意識改革）

ITツール"導入後"の支援
（維持管理、データ活用

など）
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中小企業に向けたデジタル化支援策の全体像

• 中小企業のデジタル化を促進することで、自己変革力と持続的な稼ぐ力の向上を促す。

気づき 現状分析・課題設定 デジタル化の実行 デジタル化の定着

ITツール導入費用の補助だけでなく、ITツールの使い方の解説や社員向け
研修に要する費用も補助可能。導入後もITベンダーが引き続きサポート。

IT相談の実務経験を有するITコーディネータや中小企業診断士
等がオンラインで相談を実施。（無料、回数制限なし）

診断ツールを用いて同業他社とデジタル化状況を比較し、自社の経
営課題を見える化。解決に向けた支援策やITツールも紹介。

新たな気づきの促進（自己変革力と持続的な稼ぐ力の向上）

支援機関による伴走支援

経
営
者
・
企
業
の

自
発
的
な
行
動
促
進

前
向
き
に
取
り
組
む

企
業
へ
の
サ
ポ
ー
ト

全国47都道府県の拠点にて、デジタル化やDXを含めた様々な経営課
題への相談を実施。（無料）

ミラサポplusや中小機構HP等にて、広くデジタル化の事例を公開。
また、DXセレクションでは、DXで成果を残している優良事例を選定。

デジタルスキルに関する教育コンテンツや、企業の課題解決にチームで取り
組むような実践的プログラムを提供。

よろず支援拠点



「IT導入補助金2025」の概要（令和6年度補正）

• IT導入補助金は、中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、デジタル化やDX等に向けたITツール
（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金。平成29年度（2017年度）から実施。

• 2025事業では、最低賃金引上げへの対応促進に向けて最低賃金近傍の事業者の補助率を増加。更に、IT活用の定着を促す
導入後の”活用支援”の対象化やセキュリティ対策支援を強化。

※赤字は令和６年度補正予算での拡充点

インボイス枠

補助上限

補助率

対象経費

活用
イメージ

通常枠
複数社連携
IT導入枠 電子取引類型

商店街など、複数の中小・
小規模事業者で連携して

ITツール等を導入

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)消費動向等分析経費：
 50万円×グループ構成員数

(a)+(b）
合わせて3,000万円まで

(c)事務費・専門家費：200万円

セキュリティ
対策推進枠

ITツールを導入して、
業務効率化やDXを推進

ITツール等を導入して、
インボイス制度に対応

発注者主導でITツー
ルを受注者に共有し、
取引先のインボイス
対応を促す

サイバーセキュリティ
対策を進める

ITツール：
１機能：～50万円
２機能以上：～350万円

PC・タブレット等：
～10万円
レジ・券売機等：
～20万円

～350万円 5万円～150万円

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)・(c)：2/3

～50万円以下：3/4
(小規模事業者：4/5)

50万円～350万円：2/3

ハードウェア購入費：1/2

クラウド利用料
（最大2年分）

サイバーセキュリティ
お助け隊サービス
利用料
（最大2年分）

中小企業：2/3

大企業：1/2

中小企業：1/2 中小企業：1/2

小規模事業者：2/3
最低賃金近傍の事業者：2/3

(3か月以上地域別最低賃金+50円
以内で雇用している従業員が全従業員
の30％以上であることを示した事業者)

ITツールの業務プロセスが
1～３つまで：
5万円～150万円

4つ以上：
150万円～450万円

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費（保守運用やマニュアル作成等のサポート費用に加えて、

IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”も対象化）

ハードウェア購入費

インボイス対応類型

単独申請可能なツールの拡大

26
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デジタル化を進める上での課題

• 多くの企業が「人材不足」「知識・情報不足」「スキ
ル不足」がデジタル化の障壁と認識。※２

• システムの内製化が進んだ企業ほどDXの成果が出や
すいとされるが、その担い手である自社内におけるデ
ジタル人材の不足は深刻。※３

• 半数弱の企業は外部支援機関の利用を検討していない。
※４

デジタル化における人材不足経営者のコミットメント不足

• デジタル化の効果をより高めるためには、経営者によ
るコミットメントが必要。

• 他方、デジタル化の進展度合いが低い（データの利活
用による業務改善に至っていない）企業ほど、デジタ
ル化への経営者の関与が小さい。※１

• 技術の発展とともに中小企業のデジタル化は進展し、７割の企業がデジタル技術を活用。他方、デジタ

ル技術を導入する企業のうち、半数以上はデータの利活用による業務改善までは推進できておらず、デ

ジタル化の効果を十分に発揮できていない。※１

• 特に「デジタル化における人材不足」 と「経営者のコミットメント不足」がデジタル化を進める上で

の課題となっている。

（出所）※１ 中小企業庁「中小企業白書2024年版」 
※２ 中小企業庁「小規模企業白書2023年版」 ※３ 情報処理推進機構「DX動向2024」 ※４ 東京商工リサーチ「2023年「DXに関するアンケート」調査」を基に、中小企業庁作成



中小企業の生産性の現状

足下の取組の現状・課題

 －省力化

－デジタル化

上記を踏まえた方向性
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省力化・デジタル化を通じた生産性向上に向けて

• 中小企業の生産性向上に向けては、今回議論した分母側（労働投入）へのアプローチに加え、ものづくり補助金や新事業

進出補助金による高付加価値な新製品・サービスの開発や新市場への進出など、分子側へのアプローチの両輪が重要。

• 特に、省力化・デジタル化等の分母側へのアプローチにおいては、人手不足対応も急務である中、業務の純粋な自動化・

省力化を一定程度進めることは必要であるが、そこにとどまることなく、省力化・デジタル化の取組を契機とした、仕事

のやり方・ビジネスモデルの変革をもたらすような取組の高度化を促していくことが今後重要ではないか。

労
働
生
産
性

• 省力化投資補助金やIT導入補助金等
による省力化・IT投資支援

• よろず支援拠点や中小企業大学校等
によるソフト支援 

【現行の取組の全体像】

（分母）労働投入の適正化

• ものづくり補助金や新事業進出補助
金等による高付加価値な新製品・
サービスの開発や新市場への進出

（分子）付加価値の拡大

【省力化・デジタル化の今後の取組の方向性】

人
手
不
足
に
対
応
す
る

自
動
化
・
省
力
化
の

更
な
る
推
進

仕事のやり方・ビジネス
モデルの変革をもたらす
ような取組の高度化

① 中小・SUのメーカー
支援による市場活性化

②

ソ
フ
ト
面
で
の
伴
走
支
援

③

デ
ジ
タ
ル
化
等
の
人
材
育
成

④

経
営
者
の
意
識
転
換

⑤

支
援
機
関
の
更
な
る
後
押
し

• 左記の現行取組に加え、①～⑤の新たな施策を講じていく。

※ 上記の「省力化・デジタル化」の取組に加え、企業間連携・協業による、
経営資源（販路・設備・ノウハウ・人材等）の共有化の取組も重要。
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①中小企業等が持つ革新的省力化技術の普及

• 人手不足を含む社会課題解決分野の事業機会が拡大しており、革新的省力化技術を持つ中小企業・SU

のビジネスチャンスは広がりを見せている。しかし知名度が低く、市場に出たばかりの製品はなかなか

最初の１件が売れないなど、省力化市場拡大に資する製品でも、広く普及するまでにはハードルが存在。

• こうした課題に対して、例えば（カタログ注文型）省力化投資補助金のように、予め国が”お墨付き”を

与えることでサプライサイドを支援する側面を持つ導入補助金を活用して優れた技術を持つ中小・SU

が参入・活用しやすい制度設計とすること等によって、中小・SUのイノベーション促進に繋げていく。

カタログ注文型省力化投資補助金の「製品カタログ」における
中小企業、スタートアップ（SU）のメーカー数・割合 ※主要な製品カテゴリを抜粋

カテゴリ名 登録社数 内、中小企業 内、スタートアップ

配膳ロボット 2 2 (100%) 2 (100%)

無人搬送車 12 7 (  58%) 3 (  25%)

清掃ロボット 6 3 (  50%) 1 (  17%)

印刷紙面検査装置 8 6 (  75%) 0 (    0%)

スチームコンベク
ションオーブン

12 4 (  33%) 0 (    0%)

合計 149 81(  54%) 9 (    6%)
大手メーカーに限らず、
省力化製品を生み出せる
中小・SUが一定の割合で存在。



31

②現行の中小企業へのソフト支援体制

• 現在、中小企業・小規模事業者に対し、商工会・商工会議所や、よろず支援拠点、中小企業基盤整備機構

等を通じて、ソフト支援を行っている。

現行の中小企業へのソフト面での支援体制

よろず支援拠点
(全国47都道府県）

中小企業基盤整備機構
（全国９拠点）

商工会・商工会議所
（全国約2,100か所）

巡回指導 ハンズオン支援等相談対応専門家派遣等

中小企業・小規模事業者

上記に加え、投資補助・金融支援等の多面的な支援を実施

窓口指導
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②支援機関による生産性向上支援の先進的な事例について

（出所）第32回新しい資本主義実現会議「資料１基礎資料」、福岡中小企業生産性向上支援センターHP、東京都中小企業振興公社「DX推進支援事業」HPを基に作成

• 省力化投資を進める上で、設備導入支援に加え、業種ごとの省力化課題を業務プロセスに分けて深掘りした後

に、それぞれのプロセスの改善を提案するなど、中小企業の現場課題に合わせた伴走型支援も重要。

• 支援機関による先進的な事例として、専門アドバイザーの伴走型支援によりこうした課題に応える取組が存在。

支援対象

• 福岡県内に現場がある中小企業及び団体

• 第２次及び第３次産業中心

支援人材

• 企業診断スタッフ：中小企業診断士など一般的な経営指導
スキルを持つ。最初に現場を診断し、課題を明確化して「診断
レポート」を作成し、生産性アドバイザーに繋ぐ。

• 生産性アドバイザー：自動車や電機メーカーのOB・現職など
現場経験を持つ。現場に入り、詳細分析と具体的な「支援計
画書」を策定・実行。成果が定着するまで支援する。

支援実績

• 約５年半で約700社から申込があり、約360社を支援完了。

• 事後アンケートでは、支援企業のうち約88％が、「支援完了か
ら１年経過後でも生産性向上の効果が継続している」と回答。

支援対象

• 都内に主たる事業所がある中小企業、都内で実質的に事業を行う事業者

支援人材

• アドバイザー：現場に入り、経営方針、課題・解決策、導入する製品・サービス提案か
らなる提案書を策定する。さらに、導入後の環境整備、稼働状況確認、活用後の改善
計画、改善策の実施検討など導入後の支援も行う。

支援先事例：大関ジョイテック（1万品超の部品をメーカーに供給するねじの専門商社）

東京都中小企業振興公社「DX推進支援事業」福岡県中小企業生産性向上支援センター

導入した
在庫管理システム

• 全社の在庫を一括管理できる仕組みがなく、過剰在庫の
発生が課題。

• 派遣されたアドバイザーと共に、業務の全体像の再確認、
課題と解決策の洗い出し、在庫管理システムを選定。

• 東京都の補助金や国のIT導入補助金を活用し、在庫管
理システム等を導入。

• その結果、在庫適正化により利益率が約3％アップすると
ともに、納品書関係の作業時間は月130時間以上減少。



③④⑤中小企業のデジタル化推進に向けた方向性イメージ

• 経営のデジタル化を達成するためには、デジタル化に係る人材不足や経営者のコミットメント不足が課

題であり、経営者の意識転換、人材育成の促進、支援機関の更なる後押しが必要ではないか。

人材育成の促進

デジタル化を推進するにあたって必要な人材を育成するための取組を支援。

経営者の意識転換

経営者の意識改革につながる機会を提供するとともに、経営者による主体的なデジタル化の推進を後押し。

支援機関の更なる後押し

ITベンダーを含む支援機関による優れた支援事例の横展開を図るとともに、中小企業のデジタル化支援の社
会的意義が尊重される機運を醸成。

支援策の方向性（案）
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